
＜＜豊富町の新規就農支援体制＞＞

就　農　前

豊富町酪農研修受入事業 新規就農者育成総合対策（就農準備資金）

就　農　後

豊富町新規就農者特別措置制度 新規就農者育成総合対策（経営開始資金）

ＪＡ北宗谷新規就農者等支援制度

青年等就農資金制度

○実施主体：豊富町農業担い手育成センター

○対 象 者：心身ともに健康な概ね２０歳以上５３歳未満の者

○研 修 先：豊富町担い手育成センターが選定する豊富町内の先進農家

（北海道指導農業士認定者等）

○研修手当：月額２０万円

（農業次世代人材投資資金（準備型）を受給する場合は月額１５

万円）

○研修期間：最長２年間

○実施主体：北海道農業公社

○受給対象：就農予定時の年齢が原則４９歳以下の者

○給 付 額：年間１５０万円（月ごとに１２．５万円ずつ給付する）

○給付期間：最長２年間

○条 件 等：研修終了後、１年以内に就農しなければ給付金を返還しなければ

ならない。

＊当給付金は、あらかじめ就農先選定及び就農時期を確定させた

うえで受給することが望ましい。

○実施主体：豊富町

○対 象 者

個人経営：心身ともに健康で概ね２０歳以上５５歳未満の者

共同経営：心身ともに健康で概ね２０歳以上５５歳未満の２名以上が農業経営に参加する者

○経営規模

酪農経営：①飼養頭数が３０頭(成牛換算)以上の営農計画を有する者

②概ね３０ヘクタール以上の農用地を確保できる者

肉牛経営：①飼養頭数が３０頭(成牛換算)以上の営農計画を有する者

②概ね３０ヘクタール以上の農用地を確保できる者

○優遇措置

①農場リース事業等の貸付期間に係る賃借料の２分の１以内の額を補助する（最長５年間）

②固定資産税が賦課された年度から営農資産に係る固定資産税相当額を３年間にわたり交付する

③借入した農用地・農業用施設の購入及び経営開始に属する年度から２年以内に家畜を導入するため、

借入した農業関係制度資金の５分の１以内の額を補助する。

個人経営：１０，０００千円限度 共同経営：１８，０００千円限度

（自己資金対応者への優遇措置）

・上記の事業以外で農用地等を購入し経営を開始しようとする場合は、購入に必要な最低限の費用の５

分の１以内、個人経営で１０，０００千円、共同経営で１８，０００千円を限度とするとともに、経営開始後の

固定資産税が賦課された年度から3年間に係る固定資産税の額を限度として補助金を交付する。

○実施主体：豊富町

○受給対象：就農時の年齢が原則４９歳以下の認定新規就農者

○給 付 額：年間１５０万円（＊家族協定を締結している場合は給付額１．５倍）

○給付期間：最長３年間

○条 件 等：原則、前年の所得が６００万円を超えた場合は給付停止となる。

○実施主体：ＪＡ北宗谷

○受給対象：ＪＡ北宗谷組合員として新規就農した概ね２０歳以上５５歳未満の者

○給 付 額：年間１００万円 ○給付期間：３年間

○貸付主体：日本政策金融公庫

○受給対象：豊富町から青年等就農計画の認定を受けた原則１８歳以上５０歳未満の者

○貸付金利：無利子 ○借入限度額：３，７００万円 ○償還期限：１７年以内

○担 保 等：実質無担保・無保証人


